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体制変革期における
中国東北三省経済格差の実態分析
白　雪松
はじめに
　中国経済は、社会主義体制から市場経済体制に漸進的移行する政策の下で飛躍的な発展を遂げ
た。2005年の中国のGDPは18.2兆元（日本円換算で約250兆円）で、日本のGDPの約2分の1に達
している1。2010年には日本のGDPに追いつくと見られている。貿易額はすでに日本を上回って、
外貨準備高世界一を誇っている。現在、中国経済の国際経済における役割はますます高まる。し
かし、中国のGDPが高い成長率を保っている一方で、地域、個人的な経済格差が拡大し、さら
に深刻化にしている。富める者はますます富み、貧しき者はますます貧しくなるという両極分化
が目立つようになってきた。所得格差は農村・都市や都市・都市の間だけではなく、地域間、職
種間でも非常に大きくなった。中国の上海、北京など一部地域の高所得層は、日本の高所得者に
匹敵する所得や生活水準に達している一方、農村部に4007万人、都市部に少なくとも2334万人が
極端な貧しい日々を送っている2。1980年代以来、所得分配の不公平、行政の腐敗など所得格差の
問題に対して国民が不満を抱き、労働者の抗議・暴動や民族の紛争を各地に相次いで引き起こし、
中国経済発展や社会安定を脅かした。
　2008年後半にアメリカを震源とし、世界は同時不況に陥った。世界経済は大きく減速したが、
結果的にこうした国際経済環境が後押しして中国経済の構造調整が促進された。GDP成長率は、
2003年以来連続2桁から昨年の6.1％に落ち込んだ。これまでの中国経済成長は、外資導入による
輸出の拡大と、公共投資と企業の設備投資を合わせた固定資産投資の増大に依存したもので、技
術革新による生産性の向上や国内消費の拡大に先導されたものではなかった。不合理な経済構造、
粗放型の発展方式は世界経済危機のなかに行き詰まったといえる。そうした中、世界同時不況が
外的なインパクトとなり、13億人の人口と1億人以上都市・農村貧困人口を抱えている中国は構
造調整を余儀なくされ、現在内需主導型への転換を迫られている。こうした外的、内的衝撃は、
地域間、都市間、都市と農村間、各職種間の経済格差のさらなる拡大を促す面と、構造的に縮小
させる面の両面を持つ。
　本論は、中国における地域格差・所得格差に焦点を当てて、経済格差拡大の現状と要因また、
1 深尾 [2006], p.13.　
2 中国国家統計局 [2008].　
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地域によって異なる所得格差の実態を、東北三省を中心に明らかにする。さらに、格差問題の解
決にとって重要と思われる、東北三省の再振興策をとりあげる。具体的には、北東アジア地域協
力3の視点から東北三省は中国の第4の経済発展区4として発展させる構想をとりあげ、格差問題
解消の視点から論じたい。
１. 中国における所得格差の実態
　所得格差問題とは、世代間、または同世代間における所得の不公平感のことをいう。この問題
は中国の改革開放を実施してから台頭し、1990年代から拡大している。一般に、経済発展のある
段階まで所得分配の不平等度が拡大するのは避けられないことして、その後縮小という傾向があ
るとみられる（「クズネッツの逆U字仮説」）5。例えば、日本、韓国など成長の過程の経験を見ると、
経済成長過程で国民の所得の平準化に成功してきた（ただし、現在は再び格差が開きつつあるが）。
中国政府は、「先富論」を掲げ、経済発展促進を優先して、所得格差問題に対して対策の構築を
先送りしていた。しかしながら、中国経済は高度成長を達成したものの、国民の所得はそれほど
向上していない。また、21世紀に入ってから所得格差は急速に拡大した。他の発展途上国と比較
して最も不平等な国のひとつとなり、これらは構造的な問題として語られるようになった。
　本稿では、こうした中国の格差問題について、都市と農村の格差、都市内での格差および国内
の地域間の格差の3つに分けて分析する。
（１）都市―農村間の格差の実態
　中国は、約13億人の人口の6割以上が農村部に住み、全従業員の5割弱が農業に従事している農
業国である。その特徴は、次の通りである：①人口対土地の圧力が強い。農村には膨大な過剰労
働力が滞積している。中国経済工業化に伴い農業の役割は低下している。2005年の第一次産業
のGDPに占める割合は12.5%で、労働人口の半分近くが農村に居住していることを考えれば、農
村に過剰労働力が存在することが容易に推測できる。②人口に対して耕地資源が少ない。可耕地
1haあたりの農業人口は9.1人で、インドの3倍、日本の6倍である。中国における都市と農村の差
別は、計画経済体制時期から「二重構造」（中国の国民は戸籍制度により都市住民と農村住民の2
つの身分制度に分けられている）となって存在していた。都市戸籍住民と農村戸籍農民とに分け
3 北東アジア地域とは、ロシア極東地域、中国東北地域、韓国、北朝鮮、モンゴル、日本海に位置する日
本各地地域の６カ国・地域を主対象としている。この経済圏の人口は約 3 億で、自然資源が豊富である。
ロシア極東地域の資源、中国東北地域の労働力、日本・韓国の資本と技術を活用すれば、この経済圏と
して魅力でもある。　
4 江原 [2008], p.83. 　
5 モリッシュ [2008], p.6.　
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られたことにより、教育制度、公共サービス制度、公共投資制度と公共財政移転交付制度など各
領域に格差が存在している。いまだに農民に対しては政治的、経済的、社会的不平等がもたらさ
れている。
　経済計画体制時代に、都市戸籍の都市住民は、雇用機会の行政的配分と終身雇用という社会主
義制度の恩恵をうけられた。都市戸籍世代は、賃金のみならず、食糧をはじめ基礎的な生活物資
配給、住宅、子供の教育、世代の医療、年金など生活のすべてを所属する企業・機関に依存し、
企業倒産や失業の心配が全くなく生涯の生活が保護されていた。一方、農村戸籍を持つ農民世代
は、国家により農産物を強制に調達され、都市に食糧など物的資源を最大限供給する役割を担わ
され、私的経済活動や他地域への移動が厳しく制限されていて、都市戸籍住民のように社会保障
と福祉を享受することも一切なかった。実際のところ、社会主義の優越性は都市戸籍の人たちし
か享受していなかった。8割近くを占める農村戸籍の農民たちは、わずかな収入とほとんど保障
のないままでの暮らしであった。1970年代末時点で、農村人口のおよそ3分の1が絶対的貧困の状
態にあった。その時代には、都市部住民と農村部住民のどちらも、個人・世帯はほとんど私的資
産をもたなかったため、農村・都市ともに、内部における所得格差は総じて小さかった。もっと
もそれは、「貧困の共有」という結果的な平等主義ではあった。1970年代まで、中国は最も貧し
い国だったが、ジニ係数は世界の大半の発展途上国より低く、世界銀行によると世界で最も「公
平」な国のひとつだった。
　1978年の改革開放以降、中国経済は厳格的な計画経済から市場経済へ転換しつつある。改革開
放の最初は農業中心の経済改革（農家請け負い責任制度）で、各種富民政策を先行して行った結果、
計画経済時期にたち遅れていた農村経済は飛躍的な発展を遂げた。農民1人当たりの年間純収入
は1985年の397元から1998年に1318元、2006年に農民一人当たり純収入は3254.93元へと伸びた6。
貧困地域の生活レベルが向上し、生活条件が著しく改善された。都市－農村の所得格差が1978年
から80年代の半ばまで一時縮まった。1984年から改革の重点を都市に移したあと、中国経済が高
度成長をはじめたと同時に、農産物価格が不安定化し、農業への重課税、農業生産性の低下など
で、農民の所得の伸びが鈍化し、都市－農村所得格差が再び拡大した。医療・年金・失業など各
社会保障制度や都市部の従業員しかもらえない手当てを考慮すると、都市と農村の所得格差は実
際に4－6倍といえるほどだ。2008年に、都市住民平均可処分所得が15781元であるのに対し、農
村住民平均純収入は4761元で、それぞれ8.4％、8.0％とほぼ同じなスピード増加したが、都市・
農村の所得格差は、80年代中期に1.8倍、90年代中後期に2.5倍、2007年に3.3倍と拡大した7。図１
を見ると、都市―農村の所得格差は開く一方であることがわかる。
6 中国国家統計局 [1986]、[2000]、[2006].　
7 中国国務院発展研究センター王夢奎主任の報告書による。
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図１　都市住民と農村住民収入の比較
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　　　　　出所：中国統計年鑑[1979－2008]に基づき作成。
（２）都市―都市間の格差の実態
　中国は、計画経済時期に公有制度や所得分配原理は平等主義に立脚していたため、都市―都市
間の格差や職業の間の所得格差は小さかった。1980年代以降、所得分配制度の不平等化が顕著化
した。都市―農村間の格差が拡大するとともに、地域間、産業間、職種間などあらゆる分野で所
得格差が生じている。都市内部でも、貧富の格差が目立つようになってきた。そして、農村貧困
問題、および新たに生じた都市貧困問題とも深刻化した。最近では、業種間の格差も指摘されて
いる。2004年の一人当たり平均所得の最高は、証券業の50529元であるのに対し、最低は林業の
6718元であり、その差は7.52倍である8。また、電力、電信、金融、保険、水道、電気、ガス供給、
タバコなど中央が直接管理する独占業種の平均賃金所得は、その他の業種の平均賃金所得の2－3
倍とされている。さらにこれに給与外の福祉厚生を加えると、実際職種の間に所得格差は5－10
倍になるのではないかと考えられる9。都市人口間の所得格差が急速に拡大し、実際に都市―農村
間の格差を大幅に上回る格差が生じている。
（３）地域間の格差の実態
　中国は、日本の約10倍の人口と26倍の国土を持つ大国である。巨大である同時に多様性に富ん
でいる10。森林被覆率はわずか17.5%と、世界平均から見ても低い水準にある。また、56の少数民
8 中国国家情報センター資料。　
9『中国証券報』2006 年 8 月 10 日。　
10 秋田・川村 [1999]、p.1.
（年）
（元）
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族が主として西南、西北部の辺境地域に居住している（地域区分は表1参照）。地形、気候、民族
などの多様性に加えて、中国の各地域の多様性、経済発展の水準の不均衡は中国の社会問題・政
治的不安定を引き起こす原因となっている。自力で発展できる沿海地域は体制移行後精力的に市
場経済の進め、中央から補助金を引き出さないと発展できない内陸地域との地域間所得格差が拡
大している。
表１　地域区分
地域 省・直轄市・自治区
西部地域
四川省　貴州省　雲南省　陜西省　甘粛省　寧夏回族自治区　
チベット自治区　青海省　新疆ウイグル自治区
中部地域 江西省　山西省　安徽省　河南省　湖南省、湖北省
東部地域
福建省　広東省　広西チワン族自治区、海南省　浙江省　江蘇省　上海市　
山東省　河北省　北京市　天津市
東北地域 黒龍江省　吉林省　遼寧省　内モンゴル
　出所：筆者作成。
　中国が成立した後、当時の国際環境の下、鎖国的な政策を実施したため、中央政府は四川省西
南部を中心とする西部地域・中部地域ほぼ全域や東北地域も含めて膨大な資金や人材を投入し、
総額は全国の投資額の43.5％を占めていた。さらに、沿海地域の投資を抑制し、この地域の企業・
研究所や研究者など機械設備・人員を内陸部に移転させた。大中型国有企業の中国の奥地へ移転
や新規建設がされたが、稼働率は非常に低かった11。1983年の稼働率は16％であったという。内
陸部に重工業の集積地を設けた結果、賃金収入格差もある程度を生じた。表2は70年代半ばまで、
一人当たり所得の上位は重工業地区の東北三省が全て入っていた（表２参照）。
表２　一人当たり所得の上位５地区と下位５地区の変化（1955－1975年）
1955 年
地区　所得（元）　 指数
1965 年
地区　所得（元）　 指数
1975 年
地区　所得（元）　指数
上位 5 地区
上海　　793　　　618.90 上海　　944　　　493.82 上海　　1723　　636.13
北京　　373　　　290.95 天津　　533　　　278.71 天津　 　926　　342.08
天津　　330　　　257.23 北京　　388　　　202.68 北京　 　856　　315.89
黒龍江　254　　　198.07 遼寧　　323　　　169.11 遼寧　 　554　　204.64
遼寧　　243　　　189.64 黒龍江　314　　　164.03 黒龍江　 410　　151.33
11 小川 [1997」、pp.28 － 30.　
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下位 5 地区
河南　　91　　　　71.34 福建　　136　　　71.12 雲南　　169　　　62.41
雲南　　91　　　　71.13 山東　　128　　　67.09 福建　　168　　　61.87
四川　　78　　　　61.20 貴州　　121　　　63.36 河南　　166　　　61.12
広西　　77　　　　59.88 広西　　116　　　60.51 四川　　156　　　57.67
貴州　　66　　　　51.26 河南　　102　　　53.17 貴州　　109　　　40.31
　出所：鐘[2005].
　1979年、中国政府は、地域開発の重点を内陸地域から沿海地域に移した。福建省、広東省が香港、
マカオに隣接している優位性（輸出、輸入、交通便利、外資吸収や設備、技術と情報取りやすい）
を発揮させて、各種優遇政策、公共投資が傾斜配分された経済特区として設けた。経済成長によっ
て、沿海地域の経済所得を向上した上、住民の生活も先進国に並みに改善された一方、内陸地域
では経済発展が立ち遅れて、失業者や一時帰休者が多く出て、貧困人口が増えている。中国は経
済発展につれ、社会主義の「全ての人を平等に」という体制を崩壊させ、国内に巨大な格差が存
在する国になった（表3）。
表３　拡大する東部と中西部との所得格差
沿海部 中部 西部 中西部
1985 年
1047
（100.0）
704
（67.2）
582
（55.6）
656
（62.7）
1993 年
3901
（100.0）
2072
（53.1）
1765
（45.2）
1952
（50.0）
2000 年
10768
（100.0）
5978
（55.5）
4606
（42.8）
5436
（50.5）
2004 年
18217
（100.0）
9481
（52.0）
7219
（36.8）
8584
（47.1）
　注：カッコ内の数字は当該年の東部の数字を100としたときの各地区の額を示している。東部（上海、
　　　　北京、広東など）・中部（東北地方も含む）・西部（貴州省、四川省など）
　出所：中国国家統計局[1985－2004]より作成。
表４　2007年度各地域の主な経済指標の比較
東部 中部 西部 東北部
人口（全国に占める率％） 36.5 27.2 27.9 8.4
GDP（全国に占める率％） 55.3 18.9 17.4 8.5
一人当たり GDP（元） 32283 14754 13212 21573
都市部登録失業率（％） 3.3 3.9 4.1 4.9
　出所：中国国家統計局[2008].
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　2002年の西部・中部・東部の経済成長率は、1998年―2002年の平均では8.7%、8.8%、10.3%と
なっているが、2007年度の各地域主な経済指標（表４）を見ると、東部と中西部の格差は依然
として大きい。1980年―2002年において、東部地域の全国経済に占める比率は50%から59%に上
昇し、中西部地域の比率は下降した。この傾向は90年代以降顕著となった。また、一人当たり
GDPを見ると、1980―2002年の間に、西部と東部の格差は1.92倍から2.59倍に拡大し、中部と東
部の格差は1.53倍から2.03倍に拡大し、西部と中部の格差は1.25倍から1.27倍に拡大した。2004年
には、1人当たりGDPの順で並べてみると、最も高い東部の上海は5165ドルに達しているのに対
して、最も低い西部の貴州は492ドルに留まり、その格差は10倍以上を超えている12。実際、東部（人
口5.41億人）の一人当たりGDPを100とした場合、中部（同4.54億人）は52.0、西部（同2.99億人）
は39.6と低くなっている。90年代に入ると、各地域の経済成長の格差が大きくなり、所得は大き
な影響を受けた。各年ごとの地域別都市部住民の一人当たり可処分所得の格差は、表5に示した。
表５　地域別城鎮住民１人あたり可処分所得（1999－2005年）　　　（単位：元）
1999 年 2000 年 2003 年 2004 年 2005 年
東部地域
北京
天津
上海
9182.76
7649.83
10931.64
10349.69
8140.50
11718.01
13882.62
10312.91
14867.49
15637.84
11467.16
16682.82
17652.95
12638.55
18645.03
東北地域
遼寧省
吉林省
黒龍江省
4898.61
4480.01
4595.14
5357.79
4810.00
4912.88
7240.58
7005.17
6678.90
8007.56
7840.61
7470.71
9107.55
8690.62
8272.51
西部地域
陜西省
甘粛省
青海省
4654.06
4475.23
4703.44
5124.24
4916.25
5169.96
6806.35
6657.24
6745.32
7492.47
7376.74
7319.67
8272.02
8086.82
8057.85
全国平均 5854.02 6279.98 8472.2 9421.61 10493.03
出所：中国国家統計局[2000―2006]に基づき作成.
　このように、1980年半ばに改革の重点を農村から都市へ移行した後、沿海部と内陸部の所得格
差は拡大した。市場経済化の進行とともに第二次産業と第三次産業が成長し、こうしたことも格
差拡大に直接的に影響を与えた。そして、地域の所得格差が広がっただけでなく、都市と農村、
都市と都市の所得格差がますます拡大してきた。開発は本来、「あらゆる人々が平等の権利と等
12 中国国家統計局 [2006].　
体制変革期における中国東北三省経済格差の実態分析　　　白　雪松
112
しい機会を持ち、不正を被ることなく、平和にいきられるようなそして個人が贅沢な生活をする
以前に、徐徐にではあっても確実に皆が基本的な生活水準を高めて行けるような、そういう社会
を建設する」ように行われるべきである13。また、所得の不平等は社会を不安定化し、それが経
済環境の不確実性を高め、投資を減退させ、経済成長に悪影響を及ぼす。中国では、これまでの
経済成長によって中国国民生活水準が確かに底上げされたが、地域・個人貧富格差問題は深刻化
した。持続的な経済発展、安定的な社会を達成するためには、沿岸地域－内陸地域の地域格差や
所得格差を是正することは不可欠である。
2．中国東北三省における所得格差の実態
　中国東北三省（遼寧省、吉林省、黒龍江省）は、1949年に中国が誕生して以来、豊富な自然資
源を背景に、重厚長大型の国有企業の集積地になった。石油化学、自動車製造、電力設備、鉱山
採掘など中国工業生産の中心地域として、また中国現代工業の装備・原材料の提供基地かつ有名
な食糧生産基地として全国によく知られている。しかし、改革開放後、東北三省における市場経
済化は思うように進行せず、重工業国有企業の不振、資源枯渇型都市の増加、外資導入の立ち遅
れ、新規産業の欠乏など、東北三省と先進地域との格差は広がる一方である。高い失業率やエネ
ルギー資源の枯渇への対応、貧困人口の拡大、膨大な社会保障費など多方面の難題に直面してい
るこの地域はもとの活力に衰えたのがみられたが、重工業に著しく傾斜した経済構造の歪みは21
世紀まで持ち越してしまった。本章では、東北三省の所得格差分析を通じて、東北三省と他の地
域との地域所得格差の実態を解明する。
（1）東北三省の経済状況と格差の実態
　中国東北部位置する東北三省（遼寧省、吉林省、黒龍江省）は、面積78万平方キロメートル（全
国の8%）で日本の約2倍、人口約1億人（全国の8%）と日本とほぼ同じ規模を持ち、農業、工業
の立地条件に恵まれた地域である。1960年に、東北地域のGDPは全国の18%を、工業総生産は全
国の23.0%を占めていた。1980年代以降には、国家からの投資が沿海地域に傾くとともに、重厚
長大型国有企業を多く抱える東北三省への投資が削減され、既存産業の停滞、衰退、設備の老朽
化と市場経済化改革の遅れ、国有企業の倒産や休業･半休業による失業者、一時帰休者が大量発
生し、隠された失業問題が顕在化した。1996年、東北三省の国有企業の従業員数は1706万人で、
全国31省・直轄市・自治区全体の15.2％を占めていた。国有企業改革に伴う痛みを真正面から受
け入れたのは東北地域である。1999年9月、中国政府が「都市住民最低生活保障条例」を公布し
て以降、東北三省の都市部では最低生活保障金受領者（保障対象の大半は失業者、一時帰休者や
13 モリッシュ [2008]、p.6.　
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低所得退職者とその家族）が急増した。2003年時点で、その数は500－600万人に達して、これは
中国の都市部貧困人口の4分の1に相当した14。このように、東北三省は失業率でも貧困人口率で
も全国の平均水準を上回る。1970年代までは、所得収入が全国の上位に占めていたが、表6、表7
に示したように、1990年代に入ると、東北三省の都市住民と農民収入は東部との格差が拡大し、
全国の平均水準も達しないようになった。その中、各省都市と農村との所得格差が依然として縮
小されていない。
表６　各年東北三省都市住民収入と全国及び東部地域と比較　　　（単位：元／人）
1996 1998 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006
全国
北京
上海
浙江
広東
遼寧
吉林
黒龍江
4839
7332
8178
6956
8158
4207
3806
3768
5425
8472
8773
7837
8840
4617
4207
4269
6280
10350
11718
 9279
 9762
 5358
 4810
 4913
6860
11578
12883
10465
10415
5797
5340
5426
7703
12464
13250
11716
11137
6525
6260
6101
8472
13883
14867
13180
12380
7241
7005
6679
9422
15638
16683
14546
13628
8008
7841
7471
10493
17653
18645
16294
14770
9108
8691
8273
11760
19978
20668
18265
16016
10379
9775
9182
出所：東北藍皮書[2007].
表７　各年東北三省農村住民収入と全国及び東部地域と比較　　　（単位：元／人）
1996 1998 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006
全国
北京
上海
浙江
広東
遼寧
吉林
黒龍江
1578
3224
4246
2966
2699
1757
1610
1766
2162
3952
5407
3815
3527
2580
2384
2253
2253
4605
5596
4254
3654
2356
2023
2148
2366
5026
5871
4582
3770
2558
2182
2280
2476
5398
6224
4940
3912
2751
2301
2405
2622
5602
6654
5389
4055
2934
2530
2509
2936
6170
7066
5944
4366
3307
3000
3005
3255
7345
8248
6660
4691
3690
3264
3221
3587
8276
9139
7335
5080
4090
3641
3552
出所：東北藍皮書[2007].
14 中国新聞網、2003年11月26日付、アクセス http://www.chinanews.com.cn/n/2003-11-26　
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　2006年、遼寧省都市住民世帯一人当たり可処分所得は全国31省、直轄市、自治区戸比較すると
10位のレベルで、吉林省は19位、黒龍江省は25位である。農村住民世帯一人当たり純収入は、遼
寧省が9位で、吉林省が11位で、全国平均水準よりやや低い。黒龍江省は全国12位であった。
（２）中国東北三省の問題点
　こうした地位の低下の原因は、つぎのようにまとめることができる。
①資源採掘に依存する国有企業の存在　東北三省における資源開発の歴史がすでに100年に近く
になり、石炭、鉄鉱石、石油などの埋蔵量は残り少なくなった15。資源が枯渇した鉱山･森林に
関わる国有企業が相次いで閉鎖された。資源採掘を主とする都市や炭坑の後継産業、代替産業
を育成しなかったため、東北三省では特定地域に集中して失業問題が深刻化した。2006年、遼
寧省、吉林省、黒龍江省の都市登録失業率は、それぞれ、5.0%、4.2%、4.4%で、全国平均の4.5%
より高い。東北三省のGDPの全国に占める割合は、2002年の11.1%から2005年の9.4%に落ち込
んだ16。東北三省の貧困者が年々増えている同時に、沿海地域と発展している西部と格差が拡大
している。
②東北三省の工業産業優位性低下　過大な国有経済の比重と経済効率の低さが、住民所得の向上
に悪影響をもたらした。2006年時点で、東北地区では、地域経済・産業への国有企業に依存す
る傾向が依然強く、国有経済の割合は、遼寧省48.2%、吉林省63.0%、黒龍江省62.4%となっている。
国有企業の赤字の拡大や企業の収益性の低下により地方財政が悪化する中で、固定資産への投
資が減少し、設備の老朽化が進み、その結果、江蘇、広東、山東、上海など東南沿海部に激し
く追い上げられた。そして、赤字国有企業の倒産、合併・吸収で、失業者・一時帰休者、余剰
人員が年々増えている。一方、東北地域での私営・自営業経済の発展がかなり遅れ、私営経済
の規模が小さく、全体的にこのセクターが脆弱であるため、集約的産業クラスターが形成され
ていない。図2は、東北三省は先進地域長江デルタ、珠江デルタと格差を示した図である。
15 金 [1999]、pp.1 － 6.　
16 中国国家統計局・統計公報による。　
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図２　東北三省、長江デルタ、珠江デルタの基本指標の比較　　（全国に占める割合　％）
東北三省
面積 人口 GDP
長江デルタ
珠江デルタ
25
20
15
10
5
0
注：東北三省（遼寧省、吉林省、黒龍江省）、長江デルタ（上海市、江蘇省、浙江省）、珠江デ
ルタ（広東省）。人口は2005年末時点、その他は2006年末時点。
出所：在瀋陽日本国総領事館経済班[2008]、p.9. 
③東北三省の食糧生産基地としての優位性低下　東北三省の食糧生産基地としての役割について
みると、全国の耕地面積に占める割合は18%、大豆を含む食糧生産量に占める割合は14%と、
名実ともに東北地域は ｢中国の食糧庫｣ である。しかし最近、東北産の大豆、トウモロコシ、
粟などの農産品の在庫が急増し、その価格は5年前に比べ3割ぐらい下がり、農民・農家に大き
な打撃を与えている。その背景には、安い外国産穀物の輸入急増がある。農村の余剰労働力は、
周囲の都市に出稼ぎとして流入したが、第二次産業の不振と第三次産業の未発達に苦しむ東北
三省各都市の失業率をさらに引き上げる結果となった。
④産業構造調整の遅れ　2006年、東北三省の地方財政収入の増加率は、全国平均のより低く、そ
のことは現存の産業構造の改革に直接影響を及ぼした。すなわち、国有企業の占める比率がも
ともと高く、一方で生産性や効率が低く利益が出ないため、地方税制収入は伸びないが、同
時に財政難が産業構造改革の資金を提供できないという悪循環である。2006年、東北三省にお
いて一定以上の規模の工業の中で、石油加工、核燃料加工など原材料の加工工業の総生産は
2975.7億元で、工業総生産の部門1位になっている（工業全体の12.2%）。石油の採掘、金属の製錬、
交通運輸、電力、ガスなど、ほかの業種はほとんど利益が出ず、赤字基調である。一方、東北
三省への直接投資は十分に伸びていない。2006年、東北三省の外資導入の割合は全国の12.2%
にすぎない。東部地域の広東省や山東省の1省にも及ばない。また、輸出、輸入の貿易総額は
少なく、全国の3.9%を占めるにすぎない。これは、広東省の3分の1にも及ばない。
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⑤社会保障制度の不備　東北三省の社会保障資金が不足している。年金制度に基本年金保険費を
徴収するだけで、年々増える基本年金支給に足りなくなる。失業者・一時帰休者の増加に対し、
失業保険、最低生活保障制度は資金的に限界で、給付認定および支給率は極めて低い。医療制
度への加入率も高くない。各種社会保障制度は、東北三省で充実した状況にはほど遠いといえ
る。一部の小型企業の従業員や大量の非正式従業員、都市の弱者（低収入、一時帰休者、失業
者、障害者、など）、出稼ぎ労働者などが制度に排除されている状況は相変わらず存在し、社
会保障制度の本来的機能が発揮されていないのが現状である。
3．中国における経済格差の要因
　中国経済は20年以上にわたり高度成長を続けているが、その持続可能性に関して懸念する声は
よく聞こえる。確かに、中国経済が直面している問題は多く、かつ深刻化している。経済格差の
拡大問題は中国の持続的発展にとって大きな障害になってきた。ここでは、格差拡大の要因を政
策の視点から分析したい。
（１）産業構造の欠陥
　中国の国有企業のほとんどは1950年代に設立された17。当時設立された企業のほとんどは、厚
重長大の採掘業、加工業、製造業に集中する。東北三省はこの産業の代表的な地域である。改革
開放以降、沿海部地域は地理的優位性を活かし、廉価な土地･労働力を提供して、資金･設備を吸
引し、繊維産業などの労働集約型を中心に輸出を拡大した。郷鎮企業や外資企業によって経済成
長を遂げたと同時に、世界経済に繋がる商業、サービス業、金融業、情報業及びハイテク産業の
占める比重を年々上昇させた。これとは対照的に、工業基地としての東北三省は、政策上の立ち
遅れが原因で、市場経済への変化に対応できず、逆に技術や設備などの老朽化にもかかわらず本
来の産業を温存してしまい、生産性は低い。操業停止、半停止する企業、そして失業者や一時帰
休者「下崗職工」（1990年代以降出現した新しい失業の形態で都市貧困層の主体）の大部分はこれ
らのすでに衰退している産業や業種に集中している。彼らは中・高年で、技術を身につけないた
め、再就職が困難で都市の貧困者に入りやすい。これのより、所得格差問題が深刻化した。特に、
国有企業への補助金支給で、地方財政は赤字を脱出できなくなり、新興企業の育成、社会保障制
度の維持、教育の支援などに向ける投資や支援ができず、大量な失業者に対する雇用創出が困難
であるような悪循環に陥った。
17 李 [2004] 、p.52.
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（２）戸籍制度の存在
　1958年の「中華人民共和国戸籍登録条例」により、宗教信仰や民族に関係なく、同じ国民は農
民と都市住民という2大グループに分けられた。そして、国民の移動は厳しく制限された。都市
戸籍住民は、職場に賃金のみならず食料をはじめ基礎的生活物資の配給、住宅、子女の教育、医
療・老後保障年金など生活のすべてを所属する企業・機関に依存する一方、農業に従事する農村
戸籍の農民は都市に物資的資源を最大限供給する一方、私的経済活動は禁止され、生産された農
産物を国により強制調達され、都市戸籍住民が受けられる社会保障と福祉は一切ない。総人口の
8割近くを占める農村戸籍を持つ農民は、不安定な収入かつ社会保障がないのままの状態で暮ら
しているという、都市と隔離されていた二重構造が形成された。1970年代末時点において、農村
人口のおよそ3分の1が絶対的貧困の状態にあった。1978年に中国1人あたりの年収が100元満たな
い貧困者の数は、公式統計で2億5000人で、貧困者は基本的に農民戸籍を持つ農業に従事した農
民であった。
　1980年代以降、沿海部の経済活動が活発しているからこそ、大量の労働力の需要や個人経営、
私的企業、外資企業など非国有経済の成長や拡大に伴い、就労目的の地域人口移動が全国に繰り
広げられた。出稼ぎ労働者は戸籍に関係なく、地元住民と対等に就職競争すらできない。また、
就職ができた場合でも、賃金、失業、医療、年金保険などの社会福祉、住宅の購入、子供の学校
教育、公共サービスの享受等は、地元住民と全く異なる処遇を受けている18。その背景は、各地
の政府は自己の政績19をあげるため、地元住民の就業、福祉を優先しがちだということにある。
戸籍制度は計画経済運営の制度であったが、現在地元の官僚たちにとって、出世のための、既得
権益を守る道具へと変質している。
（３）社会保障制度の欠陥　
　社会保障とは、工業社会がその成員の生存リスクへの防備、基本的生活能力の維持ために提供
する一種の制度配置である20。社会保障制度は貯蓄機能と再分配機能を持ち、所得格差の縮小か
つ格差拡大を防ぐ機能もある。内需拡大に向けた構造改革を進める上で、最も基本的な制度でも
ある。計画経済時期の社会保障制度は、すべて企業、機関に任せるという形であった。改革開放後、
国有企業改革により、従業員の社会保障はすべて企業や機関と離れ、国家、地方政府と個人にま
かされるようになってきた。1986年の失業保険制度、1992年の農村養老年金制度（地方政府から
の補助もほとんどなく給付額が月に数元から数十元ときわめて低いことから加入者が急速に減少
18 日本経済研究センター [2006]、p.94.　
19 地元の失業率や、就業率、経済成長率などの「政績」は、地元の都市戸籍を持つ住民の数で計算する。　
20 呉 [2007] 、p.309.　
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しており、老後の生活保障としての機能をはたしていない状態）、1997年の年金保険制度、1998
年の医療保険制度、1999年の最低生活保障制度は、大量の失業者、一時帰休者や貧困者に対応し
て策定されたが、それぞれがバラバラで一体化していないため、効率的に機能していない。
（４）不正な利得の獲得の大規模な発生
　中国では、政府の意思決定に透明度がなく、行政の住民に対する説明責任もないため、権力と
地位を有する者に大きいな不正利得獲得の機会を与え、不公平ないし不公正な方法で富裕層に入
る者がすくなくない。2005年9月に発表された最高検察院（最高裁判所）の調査によれば、過去5
年間に汚職などの犯罪で摘発された官僚の数は20万人を超し、海外に逃亡した容疑者は500人以
上に及んだということである21。不公平な機会で富裕層に入る人々が年々増加する反面、失業者
や一時帰休者、貧困者の生活は苦しく、所得格差がますます拡大することに国民の不満が高まっ
ている。
（５）その他の格差の要因
　農業収入は、農産物価格が市場経済化の浸透と天候に翻弄されるようになったため、不安定で
ある。加えて、賃金収入源であった郷鎮企業の経営が悪化した。そのため、1978年以来、年平均
15.2%伸びていた農民収入は、1997年では4.6%、1998年4.3%、1999年3.8%、2000年2.1%と伸びの
低下が続いた。また、農民から地方政府が様々な費用を徴収するため、課税面で農村住民は著し
い重税感を抱いている。政府は農民の増益策に力を入れ、2006年に、農業税22を全面的に撤廃し
た（都市と農村の税制度を一本化していく目的もある）。その結果、2006年の農民収入は7.4%成
長した23。しかし、中央政府の政策は、都市インフラや大型プロジェクトの建設に偏り、農村イ
ンフラ建設には投資が乏しい。2000年における農業支援は2200億元であるが、これが農業生産額
に占める比率は8.8%で、先進国平均の50%、他途上国平均の20%に比べても低水準である。農民
には政治権利は与えられていないため、農民自身利益を代表する団体がない。出稼ぎ労働者に対
する賃金未払い、農地の強制収用、義務教育の不徹底など、農民は社会的弱者として厳しい社
会環境に置かれている。初級中学以上の学歴を持つ人口の比率は、都市の65.4%に対して農村は
39.1%に過ぎない。
　また、地域格差の拡大の原因として、税の執行体制の不備があげられる。個人所得税には累進
21 牛嶋 [2005] 、p 31.　
22 農業税とは 1958 年に施行された農業に従事し、農業収入を得る人に課せられる税。農民の収入が低く
ても、不作であっても課税されることから、農民に重税感や不公平感があった。農業税収は、政府の
重要な財源のひとつとなった。　
23 田中 [2007] 、p 43.　
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税率が採用されているものの、多様な収入ルート（株投資、不動産の投資、不正収入の隠蔽）が
あるため、所得源を把握することが難しく、税の執行が不十分である。高所得者に適切な課税が
なされず、税の所得再配分機能がうまく働いていない。アメリカでは、10%の高所得者の納税額
は総税収額の80%以上を占めていることに対し、中国では、中・低所得階層の納税額が総税収額
の65%を占めている。高所得階層の納税額は総税収額の僅か30%を占めているにすぎない。
　世界銀行の『世界発展報告2006年』によると、全世界の国々でジニ係数が中国のより高いのは
29カ国である。そのなかの27カ国はラテン・アメリカやアフリカにある。アジアではマレーシア
とフィリピンの2カ国しかない。中国は改革開放から30年しか経過しておらず、データ上の制約
もあるので逆U字のような曲線はまだ現れていない。経済が成長するにつれ、都市住民や農村住
民の収入は向上しているが、格差が拡大していることに注目すれば、改善された兆候は見られな
い。これから、さらに格差が拡大する可能性が高く、所得不平等はさらに悪化することが予想さ
れる。中国政府は、所得格差の拡大問題を解決するため、内需重視への政策の調整を試みている。
しかし、地域開発や農村開発が成功しても、それによって格差が縮小する保証はない。都市・農
村・地域間での適切な所得再分配制度を構築することなしに、所得不平等化を食い止めたり、改
善したりすることは難しいだろう。
4．都市―農村、都市―都市、地域間の格差拡大の対策と課題
（１）鄧小平の「先富論」から胡錦濤・温家宝政権の「調和社会」政策へ	
　20年にわたった経済発展の基本方針として、中国政府は個人・地域の所得格差の拡大を容認す
る経済成長優先の政策に取り組んできた。中国政府は2000年以降、地域格差、所得格差の拡大是
正のため、遅れた地域の振興、農村住民の生活の改善も目指した政策に転換し、経済社会の調和
ある発展を目指している。
　1978年から中国経済は高度成長を遂げてきたが、その政策的基礎は鄧小平の改革開放政策であ
る。鄧小平はそれまでの計画経済下の「貧困の共有」という平等主義を取り除き、中国の経済発
展を図るために、豊かになれるものから先に豊かになるという「先富論」を掲げた。まず、中国
の沿海部に経済特区を設けて、優遇政策、大量な投資と海外の技術・資本の導入によって、中国
経済の発展、特に中国の輸出の成長に大きな貢献をした。その結果、中国は急速な経済発展を遂
げ、鄧小平が改革当初掲げる「20世紀末までに“小康社会”を実現する」という目標はほぼ達成さ
れた24。所得格差は、計画経済体制の下では都市労働者の賃金は一律に規定され、農村でもほぼ
24 小康とは、最低限の生活より少しゆとりのあるという意味。当時、頳小平は訪問してきた日本首相に中
国これから経済発展の目標を2000年のＧＮＰを1980年の 4 倍、一人当たりで800ドルにするように言った。
1991年、中国政府は「小康社会」の状態を表すための具体的指標を作成した。実際には、2000年の実
質ＧＮＰは1980年の6.3倍、一人当たりの約850ドルと目標を上回る結果となった。
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平等に農業収入が配分されたため小さかったが、鄧小平の「先富論」により、地域間、産業間、
職種間などあらゆる分野で顕著な格差を出始めた。その後、労働者の賃金、農民の収入は市場原
理に委ねられた。その結果、工業、農業の生産率は改善し、高い経済成長が実現した反面、所得
格差が広がっている。2005年に、都市部のジニ係数は0.32、農村部のジニ係数は0.36で、中国全
体では0.45に達し、中国は世界で最も平等な社会主義国家から世界で最も不平等の国に転換した。
　2002年秋の中国共産党第16回全国代表大会における政府報告では、「中国では今、「小康社会」
の初期段階は達成されたので、これからは全面的な「小康社会」の実現を目指し、2020年のGDP
を実質で2000年の4倍、一人当たりで3000ドル以上にすることを目標にする」という方針が示さ
れた。全面的な「小康社会」の実現のためには、沿海部（東部地域）のみでなく、内陸地域（西
部地域、東北三省地域）など遅れた地域の発展が必要である。大会では、貧富格差の拡大や党・
政府官僚の腐敗に対して「以人為本」（国民の利益を重視）と「和諧社会」（調和の取れた社会）の
構築というスローガンが掲げられた。従来の経済成長に偏りがちであった政策から、公平・公正
や自然との調和を重視した政策に転換するという方向が明確に打ち出された。
（２）貧富格差、所得格差に対して政府の対応
　2005年の温家宝首相の全人代報告によると、2007年までに農村と農業に対する財政支出（イン
フラ整備や農業教育など）を増やす、全国農村の貧困家庭の子供が全て就学できるように完全な
義務教育の実現を目指す、としている。農家に対する税金とその他の費用負担を減らし（千年続
けてきた農業税の全廃止を実施した）、資源の流動化・効率化向上のため農家の経営や就業活動
に課せられた諸規制を撤廃し、今まで住民の移動を制限してきた戸籍制度改革などを実施すると
明言した。
　2002年11月の党大会では、政府は東北三省の発展の遅れを受け、遼寧、吉林、黒龍江の東北三
省を対象とする「東北振興」戦略が打ち出された。東北三省における地域再振興の必要性とは、
第一に、大慶油田、鞍山製鉄所、第一汽車など基幹産業は中国有数の大企業が立地し、再び活力
を取り戻すのは中国経済に大きな意義が有する、第二に、北東アジアに位置する東北三省は安価
な労働力を提供する労働市場である同時に、巨大な生産地と消費市場として北東アジア経済圏に
経済発展を牽引する役割も期待される、ということである。これは、中国経済発展や地域格差の
縮小、失業問題や都市貧困問題の改善にとって極めて重要で、長年抱えている深刻な都市貧困問
題と地域経済格差を緩和する可能性が高い。
　
（３）農民に対して収入増加の対策と課題
　中国における所得格差問題では、特に農民と都市住民の間の所得格差が著しい。中国経済は成
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長軌道に乗ったものの、都市―農村の格差がますます拡大した。農村という莫大な市場を開発し
ないと、調和の取れた発展の実現、国内消費の拡大、内需主導型の経済構造への移行が難しい。
現在、中国の総人口の70%を占める農民の収入は頭打ちで、消費額は全国消費支出総額の40%に
満たない。農村人口の1人当たり消費支出は、都市人口の3分の1である。そして、農村の消費市
場は拡大しないどころか、農村消費比重は1993年の42%、1995年の40%、2001年の37.4%、2002
年の36.7%と、年々低下の傾向を示している。農産物価格の引き上げ、農業税の廃止など政策は
農民負担が軽減されるが、大量な余剰労働力の存在は農民収入の上昇を依然として阻害している。
2005年時点で、農村余剰労働力は推定2億6395万人で、農業に従事する人口の54%以上を占めて
いる。大量の農村世所労働力の存在は、都市と所得格差拡大の原因ともなる。農民収入は一般的
に賃金収入、家庭経営収入（農業からもらった収入）、転移性か財産性収入など3つの部分で構成
される25。近年、中国の農民一人当たり純収入は、賃金収入と家庭経営収入の割合が高い。家庭
経営収入による格差があまり大きくなくなった。賃金収入は、農民収入を拡大する主な原因となっ
ている。余剰労働力の配置は、農民収入の増加、社会安定にも関わる。農村余剰労働力を合理的
に転移することは農民収入の向上にとって最大の課題となっている。中国における都市化が進ま
ない限り、大量な農村余剰労働力を吸収する能力は低い。
　他方、地場での非農業産業の発展は、農村余剰労働力問題を解決するひとつの道である。ここ
で郷鎮企業の実績に言及したい。郷鎮企業26は70年代末に、人民公社27時代の社・隊工業に変わ
るものとして登場した。農村末端行政組織である郷・鎮・村や個人が所有、経営する企業の多く
は、食品加工、アパレル、雑貨、機械、建材など中・小型製造業のほか商業、運輸サービスなど
に従事した。地元の労働力、資源、市場を利用するのが特徴で、農村の余剰労働力を吸収し、農
民収入の引き上げに貢献した。2002年の企業数は2113社、従業員1億3288万人に上り、工業総生
産額の49.6%、GDPの31.6%を占めている（表8）。2002年における国有あるいは国有支配企業の
工業生産額シェアの41.8%、郷鎮企業の大きな成果を証明している。2005年末全国郷鎮企業に農
村余剰労働力を吸収された人数は1億4000万人、農村労働力の27.8%を占める。
25 恵 [2007]、p.74.　　
26 郷鎮企業は非農業企業である。農村末端行政組織である郷・鎮・村や個人が所有、経営する企業である。　
2 71958 年中国に成立した、合作社と地方行政機関が一体化した組織。政社合一と呼ばれ、生産組織と政
治組織とを一本化したもので、農業・工業・商業・文化・教育・軍事など全ての機能を行使する。1982 年、
憲法改正により廃止。
体制変革期における中国東北三省経済格差の実態分析　　　白　雪松
122
表8　郷鎮企業の浮沈　　　　（単位：億元、万社、万人）
付加価値
生産額
工業付加価
値生産額
第 3 次産業
付加価値
生産額
利潤総額 輸出出荷額 企業社数 従業員数
1985
1990
1995
1996
1997
1998
1999
2000
2001
2002
772
2504
14595
17659
18914
22186
24883
27156
27356
32386
518
1855
10804
12628
13285
15530
17374
18812
20315
22773
―
2131
12086
―
―
―
―
20913
22508
25061
275
608
3697
4351
4662
5112
5392
6482
6709
7558
―
462
5395
6008
6686
6854
7744
8669
9559
11563
1222
1873
2203
2336
2015
2004
2071
2085
2116
2113
6978
9262
12861
13508
13050
12537
12704
12820
13086
13288
　出所：中国国家統計局[各年版]、中国国家統計局[2003]に基づき作成。
　農民収入は、農業を営む以外、出稼ぎや郷鎮企業への就労によって得られる。しかしながら
1980年代以来、農村住民純収入は、郷鎮企業が不振だった時期も伸び悩んでいるという分析もあ
る28。戸籍制度や農業税制改革を進んでいるが、農民収入の向上に目立った効果がみられてない。
都市と農村の所得格差は、2005年に3.2台にとどまった。農業の就業人口を減少させないと、農
民の増収や農業の経営規模の拡大、農業の競争力向上が難しい。政府の財政支援は、まだ十分制
度化しておらず、農村産業化の育成への補助は開始されたものの、農村需要を生み出すであろう
農村余剰労働力の就業、社会福祉、住居などの政策はまだまだ先送りである。
（４）東北三省の地域格差に対する対策、進展と課題
　重工業のシェアが高い東北三省では、経済発展が緩慢で、行政体制も計画経済体制とあまり変
わらず効率性が低く、市場経済への発展が進行してない。いわゆる東北三省と東部地域と格差の
拡大は、歴史･文化や自然・地理の要因、経済的基礎と市場潜在力の違いだけでなく、経済体制
や政策の選択と発展戦略の違いも反映している。
　2003年5月に温家保総は東北三省旧工業基地を視察し、｢東北旧工業基地の振興は新しい国策と
して、西部大開発と同等の重要性がある｣ と表明し、東北旧工業基地改造に関する基本方針と政
策目標を発表した29。そして、中央政府は「東北地域旧工業基地振興戦略を実施するための若干
28 恵 [2007] 、p.103.　　
29 田中 [2007] 、p.437. 　
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の意見」を公布した。社会保障制度面では、都市社会保障システムのテストを遼寧省から2004年
には吉林、黒龍江に拡大することを決めた。また、企業の社会負担の減少（今まで国有企業が担っ
た社会的機能病院･保育園･学校などの切り離し）や税金の減免（設備購入の税金控除、長年滞納
税金の免除）を発表した。さらに、技術革新への資金援助などを決めた。そのため、中央政府は
東北振興策として100のプロジェクト、総計610億元の投資をスタートさせた。
　表9は、東北三省再振興政策が打ち出されたのと同時に設定された2005年までに達成する目標
値と実際の成果である。実施には、2006年まで、東北三省の全国のGDPに占める割合が年々低
下する傾向に歯止めがかからず、東北地区と沿海部との地域格差が縮小されなかった。それでも、
2007年に政府は東北振興に対しての長期的な目標を策定し、10－15年以内に東北地区を国際競争
力を備えた設備製造業拠点とし、さらに国家新型原材料・エネルギー確保拠点、国家重要商品穀
物・農業生産拠点、国家重要技術研究開発・革新拠点、国家生態安全重要保障区にすることを発
表した30。
表9　東北地区における主な振興目標と2005年度の成果
分野
2005年の
目標値
2005 年度における三省の成果
遼寧省 吉林省 黒龍江省
経済成長
人当たり GDP（元）
穀物生産能力（万トン）
15318
8614
18965
1745.8
13348
2581.21
14430
3600
経済構造
GDP に占める第 3 次産業の割合（％） 
GDP に占める非公有制経済部門の割合（％）
GDP に占める研究開発費の割合（％） 
38
36
1.3
40.5
51.8
1.6
38.8
37.0
‐
33.9
37.6
1.3
社会発展 都市部の登録失業率（％） 4.2 5.0 4.2 4.4
出所：中国国家統計局[2006]、他各省年度公報等を基礎に作成。
　東北三省振興の長期的な目標を実現するために、この地域における雇用創出は最大な課題だと
考えられる。資源枯渇型企業の閉鎖や重厚長大型国有企業の不振による大量な失業者･貧困者や
農村余剰労働力の再配置は、格差の縮小、失業者・貧困問題の撲滅、所得の向上とメダルの表裏
で、政府の政策、社会保障制度の確立、就職訓練など全面的な支援なしこの目標を達成するのは
難しい。そして、東北地域が第四経済圏として消費市場を育成し、北東アジア経済発展を牽引し
30 中国国務院東北振興弁公室張国宝 [2007]『10 － 15 年内に東北地区前面的な振興を達成』
　http://j.peopledaily.com.cn/2007/08/21/jp20070821_75607.html　アクセス日時：2009.8.30　8:40　
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ようとするなら、従来の政策の歪みを是正し、独特な地理・気候条件を考慮しながら、沿海地域
戸は違う独創的な経済発展の道を開拓しなければならない。日本、韓国、台湾などの経済発展の
経験から、中・小企業の役割が大きいことがわかる。有限の資金を重工業に無作為に投下するこ
とをやめ、社会保障や医療、教育など以前軽視した領域に重点に投資し、将来の人材を育成する
ことが重要である。また、中小型企業は融通性が高く、競争力が強いというメリットがある。台
湾の中小企業は台湾経済の順調な発展に貢献した例である。台湾では、中小企業の比重は98%以
上、従業員数の比重は86.8%を占めている。中小企業は雇用創出に主な源である31。中国と同じく
多く人口を抱えてインドでは、雇用創出を重要な問題として取り込んでいる。1954年、インド政
府は、小企業開発庁を設立して、零細企業（都市や農村にペースを置いた同族や個人で経営され
ている地場産業その中心である）に対して職業訓練や技術指導その他の特別な助成措置を講じて
いる。最近では、インド政府はそれをさらに強化して、それぞれの地域にある工業開発センター
をネットワーク化して集中管理しながら、技術開発・経営管理・資金計画といった幅広い助成策
を講じており、現在600余りの業種に広がっており、その中には高度な電子産業や精密技術産業
も含まれている。新しい法律のおかげで、インドでは大企業の独占を排除し、零細企業の市場で
の公正な競争が一応守られている。インドの製造業500万人の従業員に対し、零細企業の従業員
は4倍になっている。毎年600万人分の職場を新たに用意しなければならない情況下で、インドは
零細企業による雇用機会の創出を効果的に活用している。
　中国では、発展改革委員会によると、2007年に中小企業数は365万件に達し、自営企業は2800
万件で、2つ合計は中国企業数の99.6%にのぼる。また、GDPの60％を占め、輸出の68％、輸入
の69％を占めている。さらに、中小型企業は中国の税収の40%に寄与している。しかし、中小企
業の資金力は弱く、独自での市場情報収集、研究・開発投資を行うことが難しい。政府の支援、
融資、税金の優遇などを通して、中小企業の競争力を高めて育成策も不可欠である。
　東北三省の当局は、中央政府の振興政策を引き出し、重工業にてこ入れすることにいまだ執着
している。民営企業や中小企業の役割に対して認識が不足している。外資や直接投資に対しての
優遇政策は策定したが、地方の非公有制新規企業・中小企業に対する育成の方向に向いてない。
東北三省は、科学人材が豊富で、技能を身につける人や大学・専門学校など教育機構の数が多く、
情報のグローバル化の中情報を得ることは容易である。市場の需要に応じて、新製品の開発、先
進技術の研究、プラント品の製造による高付加価値製品の研究・製造・販売を組み合わせていけ
ば、東北三省の優位性が発揮できると思われる。
31 モリッシュ [2008]、p.214.　
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まとめにかえて
　本稿では、中国の経済格差の構造的要因を明らかにし、同時に東北三省の実態を分析した。ま
た、経済格差の要因は、経済構造的なものだけではなく、政策的な問題も含んでいることを明ら
かにした。特に、東北三省では、産業政策を大きく転換させる必要があることを明らかにした。
　中国が持続的な経済発展を維持するためには、都市の間や地域格差の縮小と貧富差の是正がき
わめて重要である。特に、農民の所得の向上や東北三省の再振興は中国経済が持続的発展できる
鍵だと思われる。
　中国農民収入の確実に増加するために、戸籍制度の撤去、農村工業化の促進、中・小型工業や
個人的、私的企業など育成をすすめることによって、雇用創出や収入の向上につながると考える。
1985－1993年、農村地域の郷鎮企業が大量農村余剰人口をうけいれた。最盛期には企業数で2200
万個、就業者数で1億2800万人を雇用するまで成長した。この時期に、都市―農村の所得格差を
縮小していた時期であった。
　東北三省の都市部については、中央政府が2003年打ち出した ｢東北振興｣ の発展戦略は、地域
の経済発展、所得格差の是正、貧困問題の緩和に大きな意義がある。近年は、東北三省のGDP
は全国の平均成長率に近づいてきており、各省間の1人当たり収入のジニ係数は縮小の傾向にあ
るとの分析もある（香港大学教授王紹光）。これは、次の分析の課題としたい。
　ところで、｢東北振興｣ の発展戦略自体は長期的なもので、目標を達成するには時間が必要で
ある。東北三省政府は、中央から投資を着実に実現しながら、各種社会保障基金を確保し、沿海
部地域経済発展の経験を単純に模擬するのではなく、地元の地理、気候条件を認識し、科学技術
関連の豊富な人材という優位性を活用していく必要があるだろう。中期的には、民間企業、特に
中小企業の育成によって、雇用と需要を生み出していくことが有効であると考える。
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